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平成28年３月橋本市議会定例会会議録（第２号）その７ 

平成28年３月７日（月） 

                                           

                                        

（午後４時00分 再開） 

○議長（中本正人君）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 議長より申し上げます。本日の会議時間は

議事の都合により、あらかじめこれを延長し

ます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 順番６、16番 岡本君。 

〔16番（岡本安弘君）登壇〕 

○16番（岡本安弘君）皆さま、こんにちは。

はしもと未来の岡本でございます。場のほう

もちょっと熱くなっておりまして、やりにく

いところではございますけれども、一般質問

のほう、頑張ってやってまいりたいと思いま

す。 

 議長のお許しをいただきましたので、通告

に従って一般質問を始めさせていただきます。 

 今回も、「人に・景気に・街の未来にまっす

ぐ」という私のモットーに沿って進めさせて

いただきます。 

 まずは、人にまっすぐということで、高齢

者対策についてお尋ねします。 

 橋本市の人口ビジョンによる将来人口推移

を見てみますと、団塊の世代が75歳を迎える

2025年には５万8,202人で、高齢化率は35.3％、

2060年には総人口３万4,000人程度まで減少

し、2010年と比べ半分程度、高齢化率は43.7％

となり、人口の約半分が高齢者となる見込み

となっています。 

 しかし、「若い世代の希望をかなえるまち」

を実現することにより出生率を改善、「住んで

よかった、住みたくなるまち」を実現するこ

とにより社会動態を均衡化し、2060年に４万

7,000人を維持することを目標としておりま

す。 

 しかしながら、高齢化率も年々右肩上がり

に上昇し、高齢化問題も深刻化しています。

昨年４月の改正介護保険法では、介護施設の

重点化が示されました。本市においては、第

６期介護保険事業計画に特養ホーム60床の施

設整備やサービス付き高齢者住宅があちらこ

ちらで開所され、隣町においては特養ホーム

190床の建設が進んでおります。特養待機者解

消に向け、受け入れ施設の体制は整ってきて

います。 

 しかしながら、平成27年６月24日、厚生労

働省より発表された2025年に向けた介護人材

にかかる需給推計によると、介護人材の需要

見込みは2025年度で253万人、現状推移シナリ

オによる介護人材供給見込みは2025年度で

215.2万人、需要ギャップが37.7万人となり、

全国的な介護人材不足が予想されています。 

 本市においても、介護施設や介護事業所等

で職員不足との声をよく聞かれるわけであり

ます。また、私自身も介護の仕事に従事して

きた中で、介護人材不足であると痛感してお

りました。 

 そこでお尋ねします。本市における介護人

材不足について、今後の人材育成や人材確保

という観点から、当局の考えをお聞かせくだ

さい。 

 次に、景気にまっすぐということで、橋本

創生総合戦略の今後についてお尋ねします。 

 平成26年11月28日法律第136号として、ま

ち・ひと・しごと創生法が成立しました。そ

の諸元は、日本創生会議で「消滅可能性都市

896自治体」が公表されたことに起因します。

私は、この中に本市が入っていることに驚き
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まして、このままではいけないということで、

市議を志すきっかけになった一つであります。 

 この人口減少問題分科会の公表が平成27年

５月８日にあり、全国的に衝撃を与えました。

そこからの安倍総理のアクションは非常にス

ピーディーで、わずか２カ月後には、まち・

ひと・しごと創生本部準備室が設置され、そ

の１カ月後の９月３日には、地方創生本部が

発足、同月29日、地方創生国会と言われた第

187回国会では、わずか半年という異例の早さ、

期間で、法案の提出がなされました。これら

を経て、12月27日には国のビジョンと総合戦

略が閣議決定し、日本の将来についての政府

の危機意識の高さを示すこととなりました。 

 本市においては、昨年10月末に１年足らず

で橋本創生総合戦略が策定されました。まず

はじめに、この総合戦略をまとめられた北山

部長をはじめとする企画経営室の皆さま及び

関係各位の方々のご尽力に対して、心より感

謝申し上げます。本当にご苦労さまでした。 

 さて、昨年12月24日に、ＴＰＰや一億総活

躍社会の実現を踏まえた国の総合戦略が改正

されました。これに合わせ、都道府県まち・

ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・

ひと・しごと創生総合戦略についての改正が

行われ、特に地方の雇用に関しては、「地方に

おける安定した雇用を創出する」から「地方

にしごとをつくり、安心して働けるようにす

る」と一歩踏み込んだ表現へと改められてい

ます。 

 つまり、橋本市に安心して働ける職場をつ

くるには、本市が中身のある総合戦略のもと、

積極的に主導し、柔軟かつ全力で駆け抜ける

ことが必要となります。予算審議を控えた本

会議において、個別の施策について云々して

いるのではなく、本市の創生総合戦略が、単

なるお題目として交付税及び補助金取りのた

めで終わってはならないと考えます。具現化

していくために新型交付金、いわゆる地方創

生推進交付金と、その活用についてお尋ねし

ます。あわせて、国の創生戦略が改正される

上で各省庁に割り振られた、ＴＰＰや一億総

活躍社会の実現のための関連予算とその活用

についてご答弁ください。 

 最後に、まちの未来にまっすぐということ

で、学校給食についてお尋ねします。 

 これまでの答弁においても、学校給食の地

場産品使用について、できる限り活用いただ

いていると感じております。しかしながら、

現在、全国的に学校給食の食べ残しが問題と

なっております。昨年４月に環境省が発表し

た「学校給食から発生する食品ロス等の状況

に関する調査結果」によると、学校給食では、

調理くずよりも食べ残しがずっと多いという

結果になっており、児童生徒一人当たり、年

間17.2㎏食品ロスがあると発表されています。 

 出席した人数分の学校給食の提供量に対す

る、食べられずに残された給食の量の割合を

残食率といい、全国的な平均は約6.9％です。 

 そこでお尋ねします。本市の食べ残しで廃

棄されるごみの量や残食率について教えてく

ださい。 

 戦後直後の学校給食は、栄養失調の子ども

たちに必要な食事を与える目的が主でありま

したが、今の時代では役割が変わっています。

学校給食は配食サービスではないのです。 

 今の学校給食は、子どもたちの食の安全を

守り、食べ物の大切さを教える教育機関だと

考えています。市は、給食という事業を実施

するのであれば、最後まで責任を持って行わ

なければなりません。子どもに３Ｒを教えて

いる裏側で、市が環境面を無視するのであれ

ば、子どもたちを裏切ることにはならないで

しょうか。牛乳パックを洗って干すなど、独

自にリサイクルに取り組んでいる学校もある

一方、使ったプリントを焼却している学校も
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あり、かなりの温度差があると感じておりま

す。 

 学校給食において、食育及び環境教育とい

う視点から、ごみの減量とリサイクルについ

て、どのように進めていくのですか。その取

り組みについてお聞かせください。 

 以上、壇上からの質問を終わらせていただ

きます。明確なご答弁よろしくお願いいたし

ます。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君の質問項

目１、高齢者対策に対する答弁を求めます。 

 健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（石橋章弘君）登壇〕 

○健康福祉部長（石橋章弘君）人口ビジョン

における介護人材育成・確保についてお答え

します。 

 団塊の世代が全て75歳以上の後期高齢者と

なる2025年には、全国の後期高齢化率は

18.0％になると推計されており、2,000万人を

突破するとともに、認知症や医療ニーズをあ

わせ持つ要介護高齢者の増大が見込まれてい

ます。また、2040年には後期高齢化率は20.7％

と、５人に１人が後期高齢者になると推計さ

れています。 

 このような中、国は、要介護状態となって

も住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最後

まで続けることができるように、地域包括ケ

アシステムの構築の実現を進めています。 

 この地域包括ケアシステムの構築のために

重要な基盤である介護人材について、厚生労

働省は2025年には約38万人不足すると報告さ

れています。介護人材の需要数は253万人にな

る一方、供給数は215万人と充足率は85％まで

低下し、全国的に介護人材不足が深刻化する

ことが改めて浮き彫りになっています。 

 全産業平均と比べ低いと言われる賃金の問

題も介護人材不足の原因の一つであるため、

国は賃金格差を縮め、介護における雇用を安

定させることを目的として、平成21年に介護

職員処遇改善交付金を創設し、平成24年から

は介護報酬に介護職員処遇改善加算の項目が

加えられました。 

 本市においても介護人材不足の実態がある

ことは認識しており、介護職員処遇改善加算

についても事業所に周知し、ほぼ全ての事業

者で実施されているところです。 

 また、国は、一億総活躍社会の実現のため、

その手法の一つとして介護離職ゼロを掲げ、

その主な取り組みとして、施設サービス等の

充実や介護人材の確保に取り組むこととして

います。 

 平成27年度補正予算においては、介護サー

ビスを支える介護人材の確保策の一環として、

介護従事者の負担軽減を図るべく、介護ロボ

ットを介護保険施設や事業所へ導入する際の

費用について助成するとした、介護ロボット

等導入支援特別事業を実施することとなって

おり、本市としても市内の事業者に案内した

ところです。 

 次に、現在の本市独自の取り組みについて

説明いたします。 

 橋本さわやか長寿プラン21（橋本市高齢者

保健福祉計画及び介護保険事業計画）では、

若年層に介護業界へ関心を持ってもらい、就

労につなげるため、授業・講座開催時におけ

る講師派遣などの協力に努めることが示され

ています。 

 昨年５月より伊都中央高等学校において、

在校生を対象とした介護職員初任者研修が開

催され、２月23日に１年生から３年生までの

14名の方が修了されました。本市としては、

この研修のうち、介護、福祉の制度内容等、

行政の担える部分について講師を派遣するな

ど、研修に協力しています。 

 この研修を受講した３年生のうち、介護施

設に就職される方や、介護の専門学校に進む
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方もいますし、今回の研修を受講された以外

の方でも、今年受講された方の様子を見て、

介護職に興味を持たれ、来年度に受講希望の

声も既に上がっていると聞いています。 

 今後も引き続きこの研修に協力し、介護職

を希望される方の養成を支援します。 

 また、専門職の養成とは別に、元気な高齢

者や子育てを終えた主婦など、多様な人材の

参入の促進も重要と考えています。本市では、

生活支援や介護予防の担い手となるボランテ

ィア等が、要支援者に対して適切な生活支援

や介護予防を提供すること等を目的とした生

活支援サポーター養成講座を今年度より開催

しており、この受講生の方からも、今後、介

護施設等で活躍いただけるよう取り組んでま

いります。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君、再質問

ありますか。 

 16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 先ほど部長からも言われておりましたよう

に、昨年５月７日より伊都中央高校におきま

して、いきいき長寿課、橋本市の介護施設連

絡協議会と連携して、介護職員初任者研修が

開講されたと。本年度は14名の生徒が研修を

修了されて、卒業後は２名の方が福祉施設で

就業されるというお話も伺っております。 

 また、福祉施設や事業所において、介護職

員初任者研修を行って、人材の育成や確保と

いうところに努力しておるわけでありますけ

れども、しかしながら、受講はされて資格を

有するが、就業までは至っていないというの

が現状であります。 

 いかにして人材を確保していくかでありま

すけれども、先ほど部長から言われておりま

した、生活支援サポーター養成講座というこ

とをご答弁の中でおっしゃっておられました

が、12月の議会でもお話をさせていただいた

ように、地域支援事業の中の、住民主体によ

る多様なサービスを行うための講座というこ

とで、ここで人材の確保というところにもヒ

ントがあるように考えております。 

 そこで、また一つお伺いしたいのですけれ

ども、この生活支援サポーター養成講座を受

けられた方が、今後どのような内容の生活支

援というのをされていかれるのかを含めて、

もう少し詳しくお聞かせいただきたいんです

けれども。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）一般的に、従

来は介護の業務につくためには、一定の資格

が求められております。ご存じのように、い

わゆる初任者研修、実務経験３年を経てから

介護福祉士の資格に至るという、キャリアパ

スが一応設定されておるのが一般的でござい

ます。 

 ただ、介護予防日常総合支援事業に移行し

たときに、事業者の形態として、従来の形態

に加えまして、一定、規制緩和された事業所

が設定されることとなっております。その中

で、従来の介護以外の生活支援部分、いわゆ

る簡単な生活支援部分については、一定の研

修を経た方も雇用されて、その業務に従事で

きるということになってございますので、今

回、そういうふうな研修を、行政側がコーデ

ィネートして行ったというふうな経過でござ

います。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）先ほども、介護福祉士

というようなお話もしていただいておりまし

て、それも実務経験３年以上というような縛

りがありまして、国家資格であるわけであり

ます。以前はヘルパー１級、２級というよう

な資格がありましたが、それがこの介護職員

初任者研修という形で、名前が変わったわけ
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でありますけれども、その中で、その下とい

いますか、軽微な生活支援というところで、

この生活支援サポーター養成講座を受けられ

た方が、掃除や洗濯、買い物などの家事や楽

しみのための外出や散歩など、今まで普通に

行っていたことができにくくなった方に対し

て、市民の支え合いの活動で、在宅での日常

生活の支援を有償で援助するというものが生

活サポーター制度ということと認識しており

ますが、その旨でよかったでしょうか。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）はい。そのと

おりで結構でございます。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ありがとうございます。 

 今、ご答弁いただきまして、まさにこの先

月の29日ときょう、福祉センターにおきまし

て生活サポーターの養成講座が行われておる

わけでありますけれども、この生活支援サポ

ーターが、介護人材の確保という点でのきっ

かけになればと私自身は期待しておるわけで

ありますけれども、高齢者の日々の生活支援

についてのちょっとした困り事について、サ

ポーターが援助していくというのがサポータ

ー制度でありますが、少し介護保険制度の生

活援助とも重なってくるようなところもござ

います。 

 しかし、介護保険料から賄われれば介護給

付が発生するサービスとも違って、介護保険

上では縛りもたくさん、これもだめ、あれも

だめというようなところもありますし、この

養成講座、サポーター制度ですか、定額の利

用料金で、有償ボランティアといわれる生活

支援サポーターが高齢者のニーズに合った支

援をしていただけるということで、介護給付

の抑制効果があると私は考えております。 

 ここでまた一つお聞きしたいんですけれど

も、この生活支援サポーター制度ですけれど

も、今、きょうも講座を受けられておられま

すが、この受けられた方の活躍の場というか、

活躍するにはどういうふうな手順といいます

か、今後の当局の動きや対応としては、どの

ようにしていかれるのか、少しまたお教え願

えますか。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）人材の確保と

いう大きな観点から申しますと、これにつき

ましては、介護人材の確保ということで、国

のほうから具体的ないろんなアイデアが示さ

れております。その一番入口にあるのが、い

わゆる介護へのイメージアップというんです

か、関心を持っていただくことから始めると

いうふうなことが示されております。 

 今回の、この介護サポーター養成講座でご

ざいますが、そういうふうな関心を集めて、

携わっていただけるようになるというふうな、

入口の取り組みでございます。まだまだ、今

後そしたらどんな場で活躍できるのかという

ふうなおただしではございますが、少なくと

も介護制度の基本的なご理解をいただく、そ

れから、今想定してますのは、いわゆる介護

保険の予防事業、地域支援事業の中でご活躍

いただけるところがあればいいのになという

ふうな程度でございます。 

 今後、地域でのどんなニーズがあるのか、

あるいは、それを受けてどのようなサービス

事業者、いろんな方が出てこられると思いま

す。そのような方々が出てこられるのか、そ

の方々がこういうサポーター養成講座を受け

た方々を雇い入れられるふうな環境になって

くるのかを見きわめながら、行政としては十

分な情報提供から取り組んでまいりたいとい

うふうに考えてございます。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）部長の答弁の中にもあ

りましたように、介護に携わる入口の制度で
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あると私も認識しているわけでございます。

それであって、これから高齢者を支えていく

という重要な制度でもあると思います。各事

業者、ＮＰＯや各団体、住民ボランティアに

この制度にはたくさん参入していただいて、

当局としては、これからヒアリングや説明会

等は早急に行っていただきたいと。サポータ

ー制度養成講座は始まっているけれども、事

業者に対してのヒアリングや今後の参入につ

いては、まだそういうのをしていないという

ような事業所からの声もありましたので、重

要な制度でありますので、また早急に行って

いただくようにお願いいたします。 

 それと、この１月20日の報道記事によるん

ですけれども、厚生労働省は介護保険制度で

要介護１・２と認定された敬老者向けサービ

スを大幅に見直す方針を固めたと。具体的に

は、調理、買物といった生活援助サービスを、

介護保険の給付対象から外すことを検討しま

す。膨らみ続ける社会保障を抑えるのが狙い

で、抑制額は年間1,100億円、約30万人の利用

者に影響が出る可能性もある。２月の社会保

障審議会で議論を開始し、年内に改正案をま

とめて、2017年度にも実施に移すというよう

な報道もなっております。 

 敬老者の調理や買い物サービスが、今後、

介護保険で利用できなくなると。以前から言

われておりましたように、民間の配食事業も

あるのに、介護保険で担うのは疑問ですよと。

また、家政婦がわりに安易に利用されている

ような理由だけで片づけてはいけないとは考

えておりますけれども、国の方針でございま

すので、その方向で進んでいってしまうのか

なというところであります。 

 けれど、そこで今後はどうしていくのかと

いうのが重要なところであるわけで、調理や

買い物サービスを利用されている高齢者の事

情を見てみますと、独居であったりとか、老

老介護や家族の就業、低所得者というような

さまざまな事情があるわけであります。 

 本市では、高齢者配食サービス見守り事業

を行っておりますけれども、利用条件は、予

算の関係上、これ以上の受け入れは難しいと

考えられます。 

 ここで一つ、ふと疑問に思いますけれども、

要支援１・２の方は、この10月より国の介護

予防給付から離れて、市町村の地域支援事業

に移行するわけでありますけれども、国のほ

うで要介護１・２の方の調理や買い物サービ

スが介護保険では利用できなくなるというこ

とは、軽度の要支援の１・２の方についても、

同じく調理・買い物サービスが利用できなく

なるのではと思っておりまして、まちなかに

いながら買い物難民となってしまうような可

能性もあるのかなと。 

 今後、重要な制度となってくると感じるわ

けでありますけれども、早急に行っていただ

きたいという、今の話の中での流れですけど

も、これを、10月以降になるとは思うんです

けれども、それ以降で、だいたいいつ頃を目

安に一応目標として進めていかれるのか、わ

かる範囲でお聞かせください。 

○議長（中本正人君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（石橋章弘君）今おただしの

件でございますが、私どももマスコミ経由で

しか、そういうような動きは今のところ認識

してございませんで、具体的な正式の通知は

いただいておりません。 

 次に、10月以降の関係でございますけれど

も、要支援１・２の方が給付から外れてくる

というのが、いわゆる要介護認定度の期間が

切れるＡさん、Ｂさんごとに違うと。時期が

順次移行してくるということになります。一

番早い人は10月過ぎればすぐ移行、一番遅い

人は平成28年10月、29年の９月頃まで従来の

給付サービスを受けられる方も実際いらっし
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ゃるかと思います。 

 今のところ、本市は28年10月からの制度移

行を予定してございますけれども、今のとこ

ろ、これから、おただしの中にもありました

ように、実は今月の下旬から事業者に説明会

を行い、今まで各機会を通じて、ある程度は

説明しておるんですけども、実際そういう制

度の説明から始まって、どのような意向があ

るのかを調査しながら取り組んでいくという

ことでございまして、実際、10月以降も、実

は走りながら多様なサービスを探していくと

いうことになろうかと思います。具体的には

いつというのは、ちょっと現時点では持って

おりません。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。今、国のほうからも通知はないよと

いうことでお話ありましたけれども、要介護

１・２の認定された軽度者向けサービスが、

今後外れていく可能性もございますので、そ

のあたりで、この生活支援サポーター制度と

いうのは重要なところではあると思います。

今の生活援助のサービスの代替となるような

制度となりますので、そのあたり含めて、早

急にまたお願いしていきたいと思っておりま

す。 

 それで、冒頭でもお話しした橋本市の人口

ビジョンの中に書かれているように、65歳以

上75歳未満の方については、元気で健康な方

が多く、2020年までは増加し、2030年以降に

当初より減少に転じることから、貴重な働き

手として労働力に取り込む方法等を検討する

必要がある。例えば、フルタイム労働からパ

ートタイム労働に切り替え、超高齢社会にお

ける労働力の一員として取り入れる働き方な

どを取り入れていく必要がある。また、有償

または無償のボランティアなど、超高齢社会

を支え合う一員として、主体的に参加できる

地域社会づくりが必要と考えられる。とあり

ますように、前期高齢者は、今後貴重な介護

人材であるわけであります。 

 ある福祉施設の理事長がよく、以前より言

っておられましたが、これからは老老介護し

ていくんやと。老老介護という言葉だけ聞き

ますと、高齢者世帯で支え合っていくような

イメージではなくて、まさに今お話ししたよ

うに、前期高齢者が後期高齢者を支えていく

ということで、何年も前よりそういったこと

を実践されて、職員として採用されておるわ

けでありますけれども、なかなか人材が集ま

らないのが現実のようであります。 

 介護保険の制度だけでは、高齢者がいつま

でも住み慣れた地域で安心して暮らしていく

ことが難しく、今後支えられなくなるのでは

と危惧されているわけであります。このお話

ししました生活支援サポーター制度というの

は、今後、本市の高齢者を支えていく重要な

制度であると思います。また、希薄化した地

域とのつながりの再構築、また、介護人材確

保のきっかけづくりや介護保険料、介護給付

費の抑制に期待できると私自身感じておりま

す。 

 時期的なところもあって、忙しいところで

はありますけれども、また基準づくりやヒア

リング、マッチング支援についても早急に進

めていただきまして、高齢者が安心・安全に

住み慣れた地域で生活できるように支援をお

願いいたしまして、１項目めの質問を終わら

せていただきます。 

○議長（中本正人君）次に、質問項目２、橋

本創生総合戦略の今後に対する答弁を求めま

す。 

 企画部長。 

〔企画部長（北山茂樹君）登壇〕 

○企画部長（北山茂樹君）橋本創生総合戦略

を具現化していくための今後の方策について
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お答えします。 

 橋本創生総合戦略は、人口減少対策や地域

経済の活性化のため、「若い世代の希望をかな

えるまち」、「住んでよかった、住みたくなる

まち」の実現に向けた取り組みを一層推進す

るための計画として、平成27年10月に策定し

ました。平成27年度は、地方創生先行型交付

金を活用し、定住・移住促進事業、官民連携

の販路開拓等産業振興事業、観光振興事業、

結婚・子育て支援事業等を実施しています。 

 平成28年度の橋本創生総合戦略事業の推進

にあたっては、国の地方創生加速化交付金及

び地域再生法に位置付けられる予定の地方創

生推進交付金を活用していきます。この新型

交付金である地方創生推進交付金については、

国の平成28年度予算で1,000億円が計上され、

地方版総合戦略に位置付けられた自主的・主

体的で先導的な取り組みを支援するもので、

対象となる事業費の２分の１に交付金が充当

されます。本市としては、橋本創生総合戦略

に位置付けた事業で、移住・定住の促進や、

若い世代の結婚・妊娠・出産・子育て支援、

暮らしやすいまちづくりに係る施策に活用し

たいと考えています。 

 次に、各省庁に割り振られている地方創生

関連予算とその活用についてお答えします。 

 国は、平成26年度末に策定した「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」について、基本目

標や重要業績評価指標（ＫＰＩ）達成に向け

た進捗状況を検証するとともに、政策パッケ

ージや個別施策について見直しを行い、平成

27年12月に改訂を行っています。その戦略に

基づき地方創生関連予算編成を行い、平成27

年度補正予算は、地方創生加速化交付金の

1,000億円と各省庁で行う個別施策の2,188億

円を計上するとともに、平成28年度では、新

型交付金である地方創生推進交付金の1,000

億円、個別施策の6,579億円を計上しています。 

 今後の橋本創生総合戦略の取り組みについ

ては、一億総活躍社会の実現に向けた対策の

動向を踏まえつつ、アンテナを高く張り、情

報収集を行い、庁内組織であるはしもと創生

本部会議において情報共有を図りながら、地

方創生推進交付金や各省庁の地方創生関連予

算を活用し、橋本創生を推進していきたいと

考えています。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君、再質問

ありますか。 

 16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）ご答弁ありがとうござ

います。 

 聞きたいところはあと一つでありまして、

再質問は市長に一つお尋ねしたいんでありま

すけれども、機構改革を進めている中で、先

ほどの壇上質問でも申し上げましたとおり、

国の施策にしっかり取り組んでいくことが重

要であると考えるわけであります。地方創生

関連予算だけではなくて、本市にとって有用

と思われる国の予算に対して、スピーディー

にどう取り組んでいくのかが、この財政難の

本市にとって喫緊の課題であると思っており

ます。担当者とそれらを断続的に、かつスピ

ーディーに取りまとめて推進することが大変

重要であると考えるわけでありますが、市長

のお考えとしてはいかがでしょうか。よろし

くお願いいたします。 

○議長（中本正人君）市長。 

〔市長（平木哲朗君）登壇〕 

○市長（平木哲朗君）岡本議員の質問にお答

えをします。 

 もちろん、各部長においても、できるだけ

情報を収集するようにという指示を出してお

ります。今、ＴＰＰ関連予算の問題もありま

すし、そういう研究をする予算というのも出

てきています。そういう面では、橋本市にと

って有意義なものであれば取り組んでいきた
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いなと思っています。 

 ただ、補助金の中にも、国から地方自治体

を経由して民間に流れるというふうな研究の

予算もあります。これについては、具体的な

計画をしっかりと立ててもらって、その中で

いけるという判断ができれば、市がその窓口

になるというふうなことは考えていきたいで

すし、それは迅速、正確、より具体的なもの

をいただかないとできないなというふうには

思っています。 

 例えば、医療関係でこういうものをつくり

たいんやといわれる話が来た場合、ＴＰＰの

関係もありますが、その中に、でもそれって

橋本市の生産量として十分にあるのかと。例

えば、それが研究で商品としていけるかなと

いうときに、うちにその商品がそんなに流れ

るものがあるんかどうかという判断もきちっ

としていかないと、研究は終わったけども、

実用化するときにものがないというふうな計

画では、非常にまずいのかなというふうなこ

ともありますし、これから財政難という折、

岡本議員指摘のとおりでありますので、しっ

かりとまず国の情報をとっていく。そして、

それが橋本市にとってプラスになるのか、こ

れはちょっと橋本市では無理かというふうな

判断をしていきたいと思っていますし、情報

収集については、今後もより一層、今まで以

上に取り組んでまいりたいと思っております。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）市長、ご答弁ありがと

うございました。 

 しっかりと本市にとって有意義であるかど

うかというのも検証していただいて、やっぱ

りスピードは大切であると思いますので、そ

のあたり、しっかり取り組んでいただきたい

と思います。 

 これ以上の質問については、また明日、17

番の同僚議員より、またかんかんがくがくの

質疑応答があると思いますので、そのあたり、

またお願いします。 

 本市財政の危機的な状況であるということ

は、我々市議はもちろんのこと、職員の皆さ

まもきっちりと共有して、危機感を持ってい

ただいて、インセンティブをつけることで現

場のモチベーションを上げて、橋本創生を推

進していく。そのためには、組織の縦横なく、

国内外に打って出られるような体制づくりが

必要であります。 

 今までの橋本市においても、経営戦略にお

いて幾分か組織間の連携の悪さから、ちょっ

と鈍いかなと感じるところもありましたが、

今後そういったことがないように、10年先、

20年先をしっかりと見据え、案件ごとに柔軟

に対応していただいて、勝機を逃すようなこ

とがないように期待いたしまして、二つ目の

質問を終わらせていただきます。 

○議長（中本正人君）次に、質問項目３、学

校給食における食べ残し防止対策に対する答

弁を求めます。 

 教育長。 

〔教育長（小林俊治君）登壇〕 

○教育長（小林俊治君）１点目の、本市にお

ける残食率の現状についてお答えします。 

 学校給食は、食の大切さや感謝の気持ちを

教えることができる食育の場であると考えて

います。しかしながら、学校給食の食べ残し

についてはさまざまな事情があり、その対応

については苦慮しています。 

 学校では、担任や給食主任が食べ物の大切

さや生産者に対する感謝などを教え、学校給

食では食べ残さないよう指導するとともに、

食べ残しの状況を保護者や児童生徒に知らせ、

食に対する意識を高めるなど、食べ残しが出

ないよう取り組んでいます。 

 学校給食における残食率の現状については、

残量調査を６月と11月の第３週目の５日間で
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毎年２回調査を実施しており、橋本・高野口

両学校給食センターの11月の平均残食率は、

平成25年度、26年度及び27年度を比較します

と、主食のご飯・パンについて、8.5％、7.3％

及び7.5％であり、煮物・焼き物・汁物・揚げ

物・和え物の副食については、17.4％、17.2％

及び12.9％、牛乳については、9.0％、10.0％

及び6.5％となっており、年々残量が減少の傾

向にあり、各学校での取り組みの成果が見ら

れます。 

 今後、栄養バランスのとれた食事をとるこ

とが健康の保持増進につながるということな

ど、給食の目的を正しく理解し、望ましい食

生活が身につけられるよう、引き続き各学校

の給食主任をはじめとした先生方の指導や、

栄養士による給食訪問活動など、センターと

学校が連携して、なお一層残食率の低下をめ

ざしてまいります。 

 ２点目の、食育の推進に対する取り組みと

して、本市では地域の自然や文化、産業等に

関する理解を深めるとともに、生産者の努力

や、食に関する感謝の念を育むことなどが重

要であるとの観点から、給食センターでは地

域食材の積極的な使用に努めています。 

 学校給食の予定献立表については、学校を

通じ各家庭に配布しており、地元食材のＰＲ

や栄養知識、朝食の大切さ、食事のマナー、

感謝の気持ち等をテーマとして月ごとにお知

らせしています。 

 また、市内の小学校で保護者対象の試食会

を開催していますし、市内小学校６年生児童

を対象にバイキング給食も実施しています。 

 今後とも、子どもたちが食に対する正しい

知識と望ましい食習慣を身につけられるよう

努めていきます。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君、再質問

ありますか。 

 16番 岡本君。 

○16番（岡本安弘君）教育長、ご答弁ありが

とうございます。 

 食の大切さについて、しっかりと各学校で

取り組んでいただいておりまして、残食率の

割合も徐々に減ってきていると。やっぱりこ

れは各学校での努力のたまものであると思い

ますし、子どもたちに給食を食べやすいとい

うことを、栄養士さんがしっかりと考えてい

ただいている成果なのかなと思っております。 

 それはそれで結構なんですけれども、この

２項目めの食育の推進というところで、学校

給食において環境教育というのも大切なとこ

ろではあるのかなと思います。それで、少し

お話をお聞きしたところによりますと、本市

でも両給食センターから廃棄されるごみは、

過去には減量化の取り組みをしておられた時

期もあるとお聞きしております。しかしなが

ら、広域のごみ処理場ができてからは、生ご

み以外のごみについても大半が焼却処分され

ておって、リサイクルというのはほとんどで

きてないように思われます。 

 それと、今後の食品リサイクル制度のあり

方についてということで、平成26年の10月に

中央環境審議合意意見具申がまとめたもので

ありますけれども、これをちょっと読まして

いただくと、学校給食調理施設、公的機関の

食堂、直営の社員食堂等は、現行の食品リサ

イクル法では食品関連事業者に位置付けられ

ていないが、食品廃棄物等を継続的に発生す

る主体の一つである。このため、可能な限り、

それらから排出される食品廃棄物等の処理実

態等を調査した上で、食品ロス削減国民運動

の一環として、食品ロス削減等の取り組みを

実施するとともに、調理くずや食べ残しなど

の食品残渣を回収し、再生利用の取り組みを

推進することが必要である。さらに、学校に

おいては、食育、環境教育の一層の推進を図

る観点からも、食品廃棄物等に係る取り組み
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を推進し、地方自治体における取り組みを後

押ししていくことが必要であると書かれて、

提言がなされているわけであります。 

 それをもとに、業種ごとの目標リサイクル

率というのが、食品リサイクル法が昨年改正

になりまして、大幅に引き上げられた経緯が

ございます。それでは、本市の現状はどうか

と見てみますと、やはり全国の流れから大き

く離れているのではと危惧しておるわけであ

ります。 

 今後、新しい給食センターについても、コ

ストを少なく抑えるために、減量化などにつ

いては、現在あまり考えていないよというよ

うなことも少し聞かれるわけでありますけれ

ども、農林水産省のほうからのお話でありま

すが、今後、学校給食や病院給食について、

次回の見直しで食品リサイクル法の対象とす

るよというような意見も強いというようなこ

とも聞かれます。先々もしっかり把握して、

将来設計をもって建設等々していただかない

と、また追加の改修費、補正を組んでしない

といけないようなことになってはどうかと思

うわけでございます。 

 現在、平成28年度予算で給食センター設計

に係る経費等々が計上されておりますけれど

も、この厳しい財政下で実施する最後の大型

事業であるのかなと、平木市政が今全力で取

り組んでいただいているわけでありますけれ

ども、食育と環境教育の見本となるような設

計、または仕様としていただかないといけな

いのかなと思っております。 

 それで、最後になるんですけれども、この

再質問に対しては委員会のほうでも、またお

話もさせていただくことになろうかと思いま

すけれども、以前、小泉首相が引き合いに出

されました米100俵の精神というものがござ

いまして、新潟県の長岡藩のお話であります

けれども、財政が破綻するほど貧窮した際に、

譲られた米100俵を家臣に配るのではなくて、

米を売って藩校をつくったというような故事

になぞらえられるわけでありますけれども、

まさに本市の状況というのは同じではないの

かなと思います。子どもたちの未来に、我々

はしっかりと責任を持たなければならないわ

けでありますけれども、今、お話しさせてい

ただいた100票の米も、食えばたちまちなくな

ってしまいますけれども、教育に充てれば明

日の１万とか100万俵になると思います。 

 この言葉の意味もまた再度皆さまと一緒に

考えていきまして、しっかりとした施設建設、

設計というところにつなげていきたいと思い

ます。 

 最後はお願いという形で終わらせていただ

きます。私の質問は終わります。ご清聴あり

がとうございました。 

○議長（中本正人君）16番 岡本君の一般質

問は終わりました。 

                     

○議長（中本正人君）お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ延会し、明

３月８日午前９時30分から会議を開くことに

いたしたいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中本正人君）ご異議なしと認めます。 

 よって、そのように決しました。 

 本日は、これにて延会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（午後４時52分 延会） 

                                           

 


